












































































現在価値 544.66／見積現金購入価額 550≒99％＞ 90％
⒞　経済的耐用年数による判定






×1 年 4 月 1 日（リース開始日）
　（借）　リース資産	 544.66	 （貸）　リース債務	 544.66
×2 年 3 月 31 日（1 回目支払日・決算日）
　（借）　リース債務	 172.77	 （貸）　現金預金	 200
　　　　支払利息	 27.23





×3 年 3 月 31 日（2 回目支払日・決算日）
　（借）　リース債務	 181.41	 （貸）　現金預金	 200
　　　　支払利息	 18.59





×4 年 3 月 31 日（3 回目支払日・決算日）
4　（借）　リース債務	 190.48	 （貸）　現金預金	 200
　　　　支払利息	 9.52



















　図表 1 において，1 期末の 200 が，1 期首における現在価値では 190.48 となるという過程が示
されているが，それが上記式の 1 項目である。図表 1 において，2 期末の 200 が 1 期首における
現在価値では 181.41 となるという過程は，上記式の 2 項目である。3 項目も然りである。1 期首
における現在価値の合計 544.66 がリース債務の金額となる。
　「適用指針」で示されているように，一般的には，1 期末の支払利息の額は，この現在価値
544.66 に利子率 5％が乗じられて算定され，そして，支出額 200 からこの支払利息の額を差し引
いてリース債務の 1 期末の減少額が計算される。
図表 1










　図表 2 は，①各期末時点それぞれに対応する現在価値を，また②それぞれの 1 年前との差額を
示している。
　とはいえ，当然に未来の支払額と現在価値との差額は，単なる差額ではなく，現在価値から未
来の支払額までの利息による増加分である。差し当たっては，1 期末 200 に関してだけ確認する
こととする。
図表 2
1 期首 1 期末 2 期末 3 期末
200 200 200
190.48 （9.52） 200
181.41 （9.07） 190.48 （9.52） 200
172.77 （8.64） 181.41 （9.07） 190.48 （9.52） 200
計 544.66
（出所）　筆者作成
　そもそも，1 期末 200 に対応する，1 期首の現在価値 X は次のように求められている。まず，
現在価値 X があって，その 5％の利息による増加分を加えたら 200 となるという正順の式をたて
る。つぎに，その式から現在価値 X を逆算して求めている。つまり，X＋X×5％＝200，（1＋













































取得時 リース資産	 544.66 リース債務	 190.48　①
リース債務	 181.41　②
リース債務	 172.77　③
1 期末 支払利息	 9.52 リース債務	 9.52　①
支払利息	 9.07 リース債務	 9.07　②
支払利息	 8.64 リース債務	 8.64　③
リース債務	 9.52　① 現金預金	 9.52














　図表 4 上の 1 期末のリース債務の仕訳上の減少額 172.77 と，図表 2 上の 3 期末 200 に対応す
る 1 期首の現在価値 172.77 とが一致している。また，図表 4 上の 2 期末のリース債務の仕訳上
の減少額 181.14 と，図表 2 上の 2 期末 200 に対応する 1 期首の現在価値 181.14 とが一致してい
る。更に，図表 4 上の 3 期末のリース債務の仕訳上の減少額 190.48 と，図表 2 上の 1 期末 200

















1 期末 支払利息	 27.23 現金預金　　200
リース債務	 172.77
2 期末 支払利息	 18.59 現金預金　　200
リース債務	 181.14












　これを念頭に，図表 2 を再度見る。3 期末のリース減少予定額 200 に注目する。3 期末のリー
ス減少予定額 200 に対応する 1 期首の現在価値は 172.77 である。1 期末までに 9.56 増加し，つ
づけて 2 期末までに 9.07 増加する。更に 3 期末までに 8.64 増加して 200 となる。
　つまり，3 期末のリース減少予定額 200 に対応する 1 期首の現在価値 172.77＋1 期末までの増
加額 9.56＋2 期末までの増加額 9.07＋3 期末までの増加額 8.64＝3 期末のリース減少予定額 200，
である。
　ここで，①「適用指針」を操作した式と，②図表 2 の 3 期末のリース減少予定額 200 に関する
式とを並べてみる。
①	 リース債務減少予定額 200（総額）＝リース債務減少予定額 172.77（純額）＋リース債務増
加額（9.52＋9.07＋8.64）
②	 3 期末の 200 に対応する 1 期首の現在価値 172.77＋1 期末までの増加額 9.56＋2 期末まで
の増加額 9.07＋3 期末までの増加額 8.64＝3 期末のリース減少予定額 200
　①のリース減少予定額（総額）は 1 期末のもので，②のリース減少予定額は 3 期末のもので全
く異なるものであるが，金額は 200 と一致している。①のリース債務増加額は，それぞれ，1 期
末のリース減少予定額 200 に対応したもの，2 期末のリース減少予定額 200 に対応したもの，3
期末のリース減少予定額 200 に対応したもので，②のリース債務増加額は，3 期末の 200 に対応
する 1 期首の現在価値 172.77 に対する，1 年ごとの増加額で，双方，全く異なったものである
が，それぞれ，9.52，9.07，8.64 と一致している。というわけであるから，①のリース債務減少
予定額（純額）と②の 3 期末の 200 に対応する 1 期首の現在価値は全く異なるものであるが，金
額的には 172.77 と一致してしまうのである。
　これは当然である。1 回の割引計算は，1 期末 200 に対する 1 期首の現在価値を算定する際に
なされるが，3 期末 200 に対する 2 期末の現在価値を算定する際でもなされている。双方とも
190.48 という同一金額となる。200 も同一金額でそこから 190.48 差し引けば 9.52 となり，これ
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も同一金額となる。2 回の割引計算は，2 期末 200 に対する 1 期首の現在価値を算定する際にな
されるが，3 期末 200 に対する 1 期末の現在価値を算定する際にもなされる。双方とも 181.41 と
なり同一金額となる。1 回割り引かれた金額は双方とも 190.48 で同一金額であり，そこから
181.41 差し引けば 9.07 と同一金額となる。3 回の割引計算は，3 期末 200 に対する 1 期首の現在






　A 社が B 社に対し有する債権金額 10,000 円，約定利子率 5％（年 1 回毎期末後払い），残存期









3 月 31 日
× 3 年
3 月 31 日
× 4 年




200 200 10,200 10,600
約定利子率 5％に基づく現在価値割引率 1.05 （1.05）2 （1.05）3
× 1 年 3 月 31 日（当初見積り） 190.48 181.41 8,811.14 9,183.03
× 2 年 3 月 31 日 190.48 9,251.70 9,442.18




　×1 年 3 月 31 日（条件緩和時）
　　（借）　貸倒引当金繰入	 816.97	 （貸）　貸倒引当金	 816.97
　条件緩和に伴い，債券金額 10,000 と，予想される将来キャッシュ・フローを当初約定利子率
（5％）で割り引いた現在価値 9,182.73 との差額 817.27 を貸倒引当金に計上する。
　×2 年 3 月 31 日
　　（借）　現金預金	 200	 （貸）　受取利息	 459.15
　　　　　貸倒引当金	 259.15
　発生する利息は，予想される将来キャッシュ・フローを当初約定利子率（5％）で割り引いた
9,183.03 を元本として，当初の約定利子率 5％を乗じた 459.15 となるため，入金額 200 との差額
259.15 の貸倒引当金を取り崩す。この結果，貸倒引当金残高は 557.82 となる。なお，将来キャッ
シュ・フローの見積りは×1 年 3 月 31 日とかわらず，当初約定利子率で割り引いた現在価値の
合計は 9,442.18 であるため，貸倒引当金は債権金額と現在価値との差額に一致する。
　以降の各期も同様の処理を行う。
　×3 年 3 月 31 日
　　（借）　現金預金	 200	 （貸）　受取利息	 472.11
　　　　　貸倒引当金	 272.11
　　「実務指針」の考え方による受取利息の計算
前期末×2 年 3 月 31 日時点の，当初約定利子率で割り引いた現在価値の合計 9,442.18×
5％＝472.11
　　「実務指針」の考え方による貸倒引当金の取崩し分の計算
　　　受取利息 472.11－入金額 200 ＝ 272.11
　× 4 年 3 月 31 日
　　（借）　現金預金	 200	 （貸）　受取利息	 485.71
　　　　	貸倒引当金	 285.71
　　（借）　現金預金	 10,000	 （貸）　債　　権	 10,000
　　「実務指針」の考え方による受取利息の計算











　前述の図表 5 を前節リース債務の時の形式で図表化する（図表 6 参照）。
　図表 6 は，①各期末時点それぞれに対応する現在価値が，また②それぞれの 1 年前との差額が
示されている。
　とはいえ，当然に未来の受取額と現在価値との差額は，単なる差額ではなく，現在価値から未
来の受取額までの利息による増加分である。差し当たっては，1 期末 200 に関してだけ確認する
こととする。
　そもそも，1 期末 200 に対応する，1 期首の現在価値 X は次のように求められている。まず，
1 期首に現在価値 X があって，その 5％の利息による増加分を加えたら 200 となるという正順の
式をたてる。つぎに，その式から現在価値 X を逆算して求めている。つまり，X＋X×5％＝200，











181.41 （9.07） 190.48 （9.52） 200
172.77 （8.64） 181.41 （9.07） 190.48 （9.52） 200





























































1.05＝285.71 となる。つづけて，2 期末，3 期末の場合は次の通りである。500÷1.052－200÷1.052
＝300÷1.052＝272.11，500÷1.053－200÷1.053＝300÷1.053＝259.15，10,000÷1.053－10,000÷1.053
＝0。
　図表 7 と図表 6 の関係を整理すると，まず，図表 7 の条件緩和時の仕訳，つぎに，図表 6 の 1
期首の条件緩和後の現在価値，そして，図表 6 上の数値をもとに図表 7 の 1 年末，2 年末，3 年
末と仕訳が続くという流れである。
図表 7




1 期末 債　　権	 9.52　① 受取利息	 9.52
債　　権	 9.07　② 受取利息	 9.07
債　　権	 8.64　③ 受取利息	 8.64
債　　権	 431.91　④ 受取利息	 431.91
現金預金	 9.52 債　　権	 9.52	 ①












　ところで，各 200 の部分をまとめた仕訳と 10,000 の仕訳を区別して見てみると面白い現象が
見て取れる（図表 8 参照）。一つ一つの数値の意味を考える上での参考の例として採り上げたい。
ちなみに，各 200 の部分をまとめた仕訳と 10,000 の仕訳を区別した理由は，10,000 の部分は，
条件がどのように緩和されようとも，変わらないためである。式で示せば，条件緩和「前」の現
価値 10,000÷1.053－条件緩和「後」の現在価値 10,000÷1.053＝0 であるからである。
　図表 8 上の 1 期末の各 200 の部分をまとめた仕訳上の債権の減少額 172.77 と，図表 6 上の 3
期末 200 に対応する 1 期首の現在価値 172.77 とが一致している。また，図表 8 上の 2 期末の各
200 の部分をまとめた仕訳上の債権の減少額 181.14 と，図表 6 上の 2 期末 200 に対応する 1 期首
の現在価値 181.14 とが一致している。更に，図表 8 上の 3 期末の各 200 の部分をまとめた仕訳
上の債権の減少額 190.48 と，図表 6










金の取崩額 259.14 であった。図表 6
からすれば，「実務指針」のいう受取
図表 8
1 期末 債　　権	 27.23 受取利息	 27.23
現金預金	 200 債　　権	 27.23
債　　権	 172.77
債　　権	 431.91 受取利息	 431.91
2 期末 債　　権	 18.59 受取利息	 18.59
現金預金	 200 債　　権	 18.59
債　　権	 181.41
債　　権	 453.52 受取利息	 453.52
3 期末 債　　権	 9.52 受取利息	 9.52
現金預金	 200 債　　権	 9.52
債　　権	 190.48
債　　権	 476.19 受取利息	 476.19
（出所）　筆者作成
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→各 200 部分の債権増加額（9.52＋9.07＋8.64）（総額）－債権減少額 200＝各 200 部分の債
権減少額 172.77（純額）
　ところで，数式というものは通常，移行しても成り立つわけであるが，ここでは，意味を添え
たままで移項するとは違和感がでてしまう。つまり，債権減少額 200（総額）＝各 200 部分の債
権減少額 172.77（純額）＋各 200 部分の債権増加額（9.52＋9.07＋8.64）とすると，右辺の減少額
と増加額との加算のところに意味上の違和感がでる。
　しかし，増加の時と減少の時というように時間の視点を変えれば成り立つ。増加時は，債権減
少予定額 200（総額）＝各 200 部分の債権減少予定額 172.77（純額）＋各 200 部分の債権増加額
（9.52＋9.07＋8.64）であり，減少時は，債権減少額△ 200（総額）＝債権減少額（純額）△ 172.77
＋各 200 部分の債権増加分の減少額△（9.52＋9.07＋8.64）となる。
　これを念頭に，図表 6 を再度見る。3 期末のリース減少予定額 200 に注目する。3 期末のリー
ス減少予定額 200 に対応する 1 期首の現在価値は 172.77 である。1 期末までに 9.56 増加し，つ
づけて 2 期末までに 9.07 増加する。更に 3 期末までに 8.64 増加して 200 となる。
　つまり，3 期末の債権減少予定額 200 に対応する 1 期首の現在価値 172.77＋1 期末までの増加
額 9.56＋2 期末までの増加額 9.07＋3 期末までの増加額 8.64＝3 期末の債権減少予定額 200，で	
ある。
　ここで，①「実務指針」を操作した式と，②図表 2 の 3 期末の債権減少予定額 200 に関する式
とを並べてみる。
①　債権減少予定額 200（総額）＝各 200 部分の債権減少額減少予定額 172.77（純額）＋各 200
部分の債権増加額（9.52＋9.07＋8.64）
16
②　3 期末の 200 に対応する 1 期首の現在価値 172.77＋1 期末までの増加額 9.56＋2 期末まで
の増加額 9.07＋3 期末までの増加額 8.64＝3 期末の債権減少予定額 200
　①の債権減少予定額（総額）は 1 期末のもので，②の債権減少予定額は 3 期末のもので全く異
なるものであるが，金額は 200 と一致している。①の債権増加額は，それぞれ，1 期末の債権減
少予定額 200 に対応したもの，2 期末の債権減少予定額 200 に対応したもの，3 期末の債権減少
予定額 200 に対応したもので，②の債権増加額は，3 期末の 200 に対応する 1 期首の現在価値
172.77 に対する，1 年ごとの増加額で，双方，全く異なったものであるが，それぞれ，9.52，
9.07，8.64 と一致している。というわけであるから，①の債権減少予定額（純額）と②の 3 期末
の 200 に対応する 1 期首の現在価値は全く異なるものであるが，金額的には 172.77 と一致して
しまうのである。
　これは当然である。1 回の割引計算は，1 期末 200 に対する 1 期首の現在価値を算定する際に
なされるが，3 期末 200 に対する 2 期末の現在価値を算定する際でもなされている。双方とも
190.48 という同一金額となる。200 も同一金額でそこから 190.48 差し引けば 9.52 となり，これ
も同一金額となる。2 回の割引計算は，2 期末 200 に対する 1 期首の現在価値を算定する際にな
されるが，3 期末 200 に対する 1 期末の現在価値を算定する際にもなされる。双方とも 181.41 と
なり同一金額となる。1 回割り引かれた金額は双方とも 190.48 で同一金額であり，そこから
181.41 差し引けば 9.07 と同一金額となる。3 回の割引計算は，3 期末 200 に対する 1 期首の現在






























（	1	）	 田中　弘『新財務諸表論』（第 5 版）税務経理協会，2015 年，pp.	ii-iii
（	2	）	 企業会計基準適用指針 16 号「リース取引に関する会計基準の適用指針」改正 2007 年 3 月 30 日，
設例 1，をもとに作成している。年数など条件を大幅に変更して改題しているが，表現などはほぼ引
用である。
（	3	）	 前掲指針の設例 1 内の× 1 年 4 月 30 日の計算例による。
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